
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７章 まとめ 

  



 
 

１ 調査結果の整理 

 

１．視覚障害あはき師 

（１）書類作成の困難さ 

 あはきの業務を行う上で重要な書類作成に困っている視覚障

害あはき師は非常に多い。調査結果を整理すると、「個人開業」

「全盲」「高齢」「ＩＣＴスキルが低い」という条件の者に困って

いる傾向が見られる。 

 ただし、これらの者以外にも困っている者は多い。例えば、正

確さを求められるあはきの書類は、ＩＣＴスキルがある者でも作

成することは難しい。また、援助者に依頼する等で現在は書類作

成に困っていない者も、援助者が不在になれば書類作成が困難に

なる。さらに、企業に勤める者であれば、個人開業の者とは別角

度の書類作成及びＩＣＴに関する困り事を抱えている。  

 つまり、多くの視覚障害あはき師は、あはきの業務で必要な書

類作成に困っているのである。 

 

（２）ＩＣＴスキルの活用 

 多くの視覚障害あはき師は、パソコン等のＩＣＴ機器を仕事で

も日常生活でも利用している。パソコン等を利用するためのＩＣ

Ｔスキルは、ＩＣＴ訓練等や独学で覚えた者が多く、ＩＣＴスキ

ルを身に付けたことで仕事の事務処理が向上する、日常生活が豊

かになる等のメリットが生まれている。 

 しかし、あはきの業務で必要な書類作成においては、このＩＣ

Ｔスキルを生かすことは十分にできていない。主な理由は、これ

らの書類が正確さを必要とするため、視覚障害あはき師の平均的

なＩＣＴスキルでは対応しきれない部分があるためである。その

ため、メール等で代行業者に依頼する等、自身のＩＣＴスキルを

工夫し、苦心しながらこれらの書類を作成している状況がうかが

える。 

 一方で、ＩＣＴスキルを有していないため、あはき業の業務範

囲を狭めている視覚障害あはき師もいる。特に、高齢の者の中で

は、自身の周りでＩＣＴ訓練等の実施機関等が不在なため、ＩＣ

Ｔスキルの獲得を諦めている者もいる。 

 つまり、様々な視覚障害あはき師がいる中で、あはき業のため

にＩＣＴスキルを上手く活用できている者は少ない。 

 

 



 
 

（３）ＩＣＴ訓練等の利用と期待 

 現在のＩＣＴ訓練等は、地域によって実施の有無、内容の違い

があり、全ての視覚障害あはき師はＩＣＴ訓練等を満足に受けら

れる状況にはない。特に、視覚障害者の横の繋がりがない者は、

ＩＣＴ訓練等の実施機関等の情報がないため、それらの実施機関

等に繋がらない傾向が強く、ＩＣＴ訓練等を受けたくても受けら

れないことがある。 

 ただし、自身の業務に役立つのであれば、ＩＣＴ訓練等を受け

たいと思う視覚障害あはき師は非常に多く、このＩＣＴ訓練等の

活用に期待している。また、その者の都合に合わせた、身近な所

でＩＣＴ訓練等を受講したいと考える者も多い。  

 そのため、ＩＣＴ訓練等は、視覚障害あはき師の期待とニーズ

に応えられる訓練等の体制整備が必要である。 

 

（４）視覚障害あはき師の現状とニーズに連動したＩＣＴ訓練等

の必要性 

 視覚障害あはき師は、個々人でそれぞれの特性があり、ＩＣＴ

スキルの差は大きい。しかし、多くの者がＩＣＴスキルの獲得に

期待している。大きく分けると、次の現状とニーズがあり、これ

らに連動したＩＣＴ訓練等が必要である。また、ＩＣＴスキルの

効果を最大限発揮するためには、必要に応じて、在宅や職場等で

人的支援が受けられることも必要である。 

 

①ＩＣＴ活用のスタートラインに立つためのＩＣＴ訓練等  

 高齢の視覚障害あはき師を中心にＩＣＴスキルを有していな

い者が多い。これらの者は、ＩＣＴスキルを獲得するまで丁寧な

指導が必要で、遠方への移動が難しいため、地域レベルでＩＣＴ

訓練等が行われることを求めている。これらのＩＣＴ訓練等を通

して、基礎的なＩＣＴスキルを獲得し、ＩＣＴ活用のスタートラ

インに立てるようになることが必要である。 

 

②ＩＣＴスキルの維持向上のための継続的な支援  

 基礎的なＩＣＴスキルを有した者であっても、日々のＩＣＴの

進歩により困り事は発生している。一方で、あはきに関する重要

書類は、制度の改正等により書式が変更されることもあり、今ま

で対応してきた作成方法が通用しなくなる可能性もある。そのた

め、このような変化に視覚障害あはき師が対応するために、ＩＣ

Ｔ訓練等の中で、継続的な支援が行われることが必要である。そ

の際はオンラインでの支援等が活用できる。  



 
 

２．訓練機関等 

（１）ＩＣＴ訓練等の実施状況 

 視覚障害者の関係機関、リハビリテーション機関、パソコンサ

ポート団体等を中心に、全国各地で様々な方法でＩＣＴ訓練等が

実施されている。どの機関も地域の視覚障害者のニーズに合わせ、

訓練を希望する者とマンツーマンに近い形でＩＣＴ訓練等を行

う等、そのニーズに特化したＩＣＴ訓練等を実施しており、視覚

障害者のＩＣＴスキルの獲得に貢献している。 

 ただし、全国でどのくらいのＩＣＴ訓練等が実施されているか

は本調査では把握できず、ＩＣＴ訓練等が未実施の地域も存在す

る可能性が高い。 

 

（２）視覚障害あはき師のニーズへの対応 

 上記のＩＣＴ訓練等の実施により、多くの視覚障害あはき師は、

基礎的なＩＣＴスキルを獲得し、ＩＣＴ活用のスタートラインに

立つことができている。視覚障害あはき師からの満足度も非常に

高い。 

 しかし、あはきの重要な書類作成に関するＩＣＴ訓練等につい

ては、そのニーズは届いているものの、あはきの書類作成に特化

したＩＣＴ訓練等の実施は少なく、視覚障害あはき師のニーズに

は応えきれていない。特に、これらの書類には専門的知識が必要

であり、作成において正確さが求められることから、訓練機関等

が実施に向けて前向きになれない部分がある。 

 しかし、あはきにおける書類作成のルールやノウハウが分かれ

ば対応可能とする機関等は少なくはない。そのため、書類作成の

ためのＩＣＴ訓練等を実施するための諸条件の整理が必要であ

る。 

 

（３）ＩＣＴ訓練等の課題 

 視覚障害者のＩＣＴ訓練等を充実させるためには、そのＩＣＴ

訓練等を担う人材の確保が必要になっている。特に、視覚障害者

に直接指導を行う講師の養成には時間がかかるため、どのように

して講師を養成するかが喫緊の課題となっている。今後のＩＣＴ

の進歩による需要の増大に対応するためには、まずは、視覚障害

者へパソコン等の操作方法を的確に指導できる人材を確保する

ことが必要である。 

 そして、視覚障害者のニーズに柔軟な対応を行うため、オンラ

インでのＩＣＴ訓練等の拡充も課題となっている。効率的な実施



 
 

方法や制度面の整理を通して、オンラインを活用したＩＣＴ訓練

等を増やしていく必要がある。 

 さらに、これらの課題解決や整理を行うことで、各地域でＩＣ

Ｔ訓練等が効率的に実施され、地域の視覚障害者が安心してＩＣ

Ｔ訓練等を受けることが可能となる。特に、視覚障害者向けのＩ

ＣＴ訓練等が実施できる機関等は少なくないため、これらの課題

解決や整理を通してノウハウを作り、そのノウハウを活用するこ

とで、新たな実施機関を増やすことも必要である。  

 

３．あはき師養成機関 

（１）ＩＣＴ関連の指導の実施状況 

 あはき師の養成課程の中で、昨今の社会環境の変化に応じて、

基礎的なＩＣＴスキルを確保するための指導を実施している。こ

のことにより、視覚障害あはき師はＩＣＴスキルを獲得し、ＩＣ

Ｔ活用のスタートラインに立つことができる。 

 

（２）視覚障害あはき師のニーズへの対応 

 卒業した視覚障害あはき師を中心に、様々なＩＣＴに関する相

談が届いている。しかし、現状では、（３）の課題等があり、全て

には対応できておらず、課題の解決が必要になっている。ただし、

多くの養成機関が前向きに対応するとの意向があることから、視

覚障害あはき師へのＩＣＴ関連の支援を担う機関の一つとして

期待ができる。 

 

（３）ＩＣＴ関連の指導の課題 

 視覚障害者への指導を行う中で、個々人のスキルに差があるた

め、画一的な指導が難しい点が課題となっている。特に、ＩＣＴ

訓練等は、その視覚障害者のニーズに根差したマンツーマンに近

い訓練が必要となるため、現状の指導方法では難しい側面がある。

また、教育のカリキュラム自体が、視覚障害者のＩＣＴ訓練等を

明確に織り込んでいないことから、設備、人材、ノウハウが揃っ

ていない部分もある。 

 視覚障害あはき師の養成課程も含め、現在の視覚障害児・者へ

の教育の中に、ＩＣＴ訓練等のカリキュラムを、明確に盛り込ん

でいく必要がある。特に、昨今のＩＣＴの進展に対応できる視覚

障害児・者を育てるためには、基礎的なＩＣＴスキルの獲得が必

要になっている。 

  



 
 

２ 提言 

 

１．調査結果のまとめ 

 本調査により、視覚障害あはき師を取り巻くＩＣＴ訓練等の現

状と課題が整理できた。不明確な部分はあるものの、全国の視覚

障害あはき師は、あはきの業務を行う上で重要な書類作成に困っ

ており、この書類作成を円滑に行うためにＩＣＴ訓練等に期待し

ていることが分かった。そして、このＩＣＴ訓練等を実施する機

関等は、全国各地で様々な方法でＩＣＴ訓練等を実施しているが、

全ての視覚障害あはき師のニーズには応えられていなく、これら

の機関が持つ課題の解決が必要となっている。 

 一方で、新型コロナウイルス感染症の拡大以降、ＩＣＴスキル

の獲得は必須となり、視覚障害あはき師にもＩＣＴスキルの獲得

が求められている。自宅等で個人開業の者、企業等に勤める者等、

具体的に必要なＩＣＴスキルは異なるが、今後はＩＣＴ訓練等の

需要はさらに高まっていくだろう。 

 

２．提言 

 本調査事業は、視覚障害者にとって効果的なＩＣＴ訓練等の実

施方法の在り方と、地域でＩＣＴ訓練等を受けるための効果的な

支援方法の在り方を整理することを目的として、調査事業を実施

した。この整理を通して、視覚障害あはき師を中心とした視覚障

害者に対して、就労のために必要となる効果的なＩＣＴ訓練等の

実施を実現させたいと考えている。 

 そこで、上記の調査結果を踏まえて、次の提言を行う。この提

言の実現を通して、効果的なＩＣＴ訓練等の実現を期待する。  

  



 
 

 

【提言１】 

 全国の視覚障害者がＩＣＴを活用するためのスタートライン

に立つためには、基礎的な訓練の場を増やす必要があるのではな

いか。 

 

 調査の結果、基礎的なＩＣＴスキルを獲得するためのＩＣＴ訓

練等は、全国の視覚障害者が、その者が住む地域で安定的に受け

ることができないことが分かった。特に、高齢の視覚障害者、Ｉ

ＣＴスキルがない者は、その者のニーズや習熟度に合わせた、手

厚いＩＣＴ訓練等が必要なことから、地域でのＩＣＴ訓練等の実

施は必須である。 

 そのため、「パソコン等の基本操作」「画面読み上げソフトや拡

大ソフトの操作方法」「インターネットの操作方法」「メールの操

作方法」等の初歩的な内容から、「文書作成の操作方法」「表計算

の操作方法」等の書類作成に係わる内容程度までを指導するＩＣ

Ｔ訓練等が、市区町村レベルの地域で実施されることが必要であ

る。 

 

 

【提言２】 

 ＩＣＴスキルを持った視覚障害者を継続的に支援する仕組み

が必要ではないか。 

 

 

 昨今のＩＣＴに関する進歩のスピードは速く、多くの視覚障害

者はそのスピードに追い付けていない。一方で、ＩＣＴの進歩を

上手く利用できれば、視覚障害者の就労上のスキルアップ等が期

待できる。 

 そのため、ＩＣＴ訓練等を受けた後に発生するＩＣＴ関連の困

り事に対応するため、視覚障害者に対する継続的な支援の仕組み

が必要である。この仕組みにおいては、オンラインでのＩＣＴ訓

練等が活用できる可能性があることから、各ＩＣＴ訓練等の制度

において、オンラインでの指導に関する報酬設定を設ける等の改

善が必要である。 

  



 
 

 

【提言３】 

 提言１と提言２を踏まえ、あはきの業務における書類作成のた

めのＩＣＴ訓練等は、あはきの専門機関や視覚障害当事者団体等

が担うべきではないか。 

 

 調査の結果、あはきに関する重要な書類は専門知識が必要であ

ることと、正確さが求められることから、既存のＩＣＴ訓練施設

等では難しい部分があることが分かった。一方で、書類の書式変

更等に対応するため、書類作成に関する継続的な支援も必要であ

る。 

 そのため、あはき業または視覚障害者のことを理解しているあ

はきの専門機関や視覚障害当事者団体等が、視覚障害あはき師に

対するＩＣＴ訓練等の実施、継続的な支援を行うことが必要であ

る。 

 ただし、書類作成に関する具体的な指導方法や注意点は未整理

であることから、今後は指導方法等の整理が必要になる。 

 

 

【提言４】 

 各地域で確実なＩＣＴ訓練等を実施し、日々進歩するＩＣＴに

対応できる講師等を確保するため、提言１と提言２を担う支援者

の養成が必要ではないか。 

 

 全国でＩＣＴ訓練等は実施されているものの、全ての視覚障害

者に行き届いていない。また、視覚障害あはき師であれば、その

者の個別ニーズに対応することが求められ、支援をする側の質と

量を高める必要がある。 

 そのため、ＩＣＴ訓練等の支援者の質と量を高めるため、支援

者の養成を行い、全国で有能な支援者の数を増やすことが必要で

ある。この養成は、国の施策において実施すべきで、オンライン

での養成を含めて実現することが必要である。 

 

  



 
 

３ 今後の課題 

 

１．今後の課題について 

 視覚障害者が就労のために必要とする効果的なＩＣＴ訓練等

を実施するための提言は、前ページにおいてまとめを行った。し

かし、ＩＣＴに関することは、ＩＣＴ訓練等では対応できない内

容も多く含んでいる。ここでは、ＩＣＴ訓練等では対応できない

内容を整理し、今後の課題として提起する。この課題を解決する

ことで、視覚障害者のＩＣＴ利用はさらに進むであろう。  

 

２．あはき業に関する課題 

 今回の調査では、視覚障害あはき師が療養費支給申請書等の書

類を、いかにして作成するのかがテーマだった。しかし、調査を

進めると、そもそもこれらの書類自体に、視覚障害者が作成する

ためのアクセシビリティが備わっていないことも課題であるこ

とが分かった。これらの書類は、弱視の者にとっては読みづらく、

全盲の者にとっては画面読み上げソフトを利用しても、入力が難

しい。また、仮に記入や入力ができたとしても、印刷した書類が

正しく記入されているかどうかを視覚障害あはき師が確認する

ことは難しい。 

 そのため、視覚障害者でも記入や入力ができる書式に改めたり、

簡易に作成できるデータ版の書類が必要ではないか。例えば、縦

移動の入力方式、エラーチェック機能が付いていれば、視覚障害

者でも書類作成が可能となる。さらに、ＩＣＴを活用し、オンラ

インで入力を行い、入力内容がそのまま書類として提出できる仕

組みであれば、利便性が向上する。 

 このようなあはき業に関する課題解決も同時に行うことで、視

覚障害あはき師はさらに活躍することができる。  

 

３．視覚障害者の就労に関する課題 

 近年、障害者の就労を進めるため、雇用施策と福祉施策の連携

が課題となっており、国において様々な検討が進められている。

就労している多くの視覚障害者からは、自身の働きやすさの向上

を求め、この連携に期待を寄せているが、多くの点で視覚障害者

のニーズとかみ合わない部分があり、視覚障害者の就労において

有効な制度にはなっていない。そのため、様々な課題の解決を通

して、雇用施策と福祉施策の連携のさらなる強化を行う必要があ

るのではないか。 



 
 

 まず、通勤や職場等における支援については、令和２年１０月

から、①雇用施策として障害者雇用納付金制度に基づく助成金の

拡充を図るとともに、②福祉施策として「雇用施策との連携によ

る重度障害者等就労支援特別事業」を創設し、両者が一体となっ

た新たな取り組みを開始した。このうち①は、長年課題であった

通勤等への支援であり、②は、個人開業の視覚障害あはき師の職

場等における支援にも対応するものとなっている。しかし、これ

らはまだ実績が殆どないことから、就労する視覚障害者にとって

使いやすい制度になるよう、引き続き必要な取り組みを実施して

いくことが求められている。 

 また、雇用と福祉の連携に関しては、その他にも連携が不十分

な部分が多く、さらなる課題解決が必要になっている。例えば、

障害者職業能力開発校等の職業能力開発施設は、その拠点が限ら

れていることや、視覚障害者に対応する施設が少ないことが問題

視されている。また、障害のある社員のスキルアップの機会を提

供する場として、職業能力開発校等の在職者訓練（ハロートレー

ニング）等の既存の制度を活用することでも、視覚障害者に対応

できる施設は限られている。本調査を実施した中でも、企業等に

就労する視覚障害者への在職者訓練の実施数が少ないことや、企

業と視覚障害者の間に入り、各種調整を行うジョブコーチが少な

いこと等が指摘されている。特に、在職者訓練やジョブコーチを

増やすことで、視覚障害者がＩＣＴスキル獲得のためのＩＣＴ訓

練等を受けやすくなる可能性が高くなることから、これらの課題

解決も必要となっている。 

 さらに、今後、テレワーク等の働き方が今まで以上に一般的に

なっていくことを踏まえれば、働き方の変化に応じた教育・訓練

の内容や方法を整備していく必要もある。そして、障害当事者の

団体等によるピアサポートと連携し、職場に入って、問題解決に

当たれるような仕組みも必要になっている。いずれにしても、雇

用施策と福祉施策の連携を強化することで、これらの課題解決を

行うことが必要である。この課題解決により、視覚障害者の就労

環境はさらに向上するものと思われる。 

 

４．ＩＣＴ全般に関する課題 

 ＩＣＴの進歩は、社会全体を豊かにする一方で、その進歩につ

いて行けない者は置き去りとなり、その進歩の恩恵を享受するこ

とができない。そして、多くの視覚障害者は、この進歩について

行けないことが多く、いかにしてＩＣＴの進歩に対応していくか

が課題となっている。本調査でも、企業に勤める視覚障害あはき



 
 

師から、社内システムが利用できない等、新たな問題が指摘され

ており、改めてＩＣＴの進歩の速さを痛感している。 

 しかし、これらのＩＣＴの進歩は、そもそも視覚障害者が利用

するためのアクセシビリティが考慮されていないことが多く、こ

の改善が課題となっている。つまり、様々なＩＣＴに係わる内容

自体を改善しなくては、視覚障害者がＩＣＴを効果的に利用する

ことはできないのである。 

 そのため、国が責任をもって視覚障害者のアクセシビリティを

改善するための取り組みをすることが必要ではないか。その取り

組みにおいては、アクセシビリティを改善すべき対象が多岐にわ

たることから、社会全体のデジタル化を省庁横断的に取り組むデ

ジタル庁（令和３年９月創設予定）が、責任をもって対応すべき

である。 

  



 
 

おわりに 

 

 本事業は、（１）視覚障害者にとって効果的なＩＣＴ訓練等の

実施方法の在り方、及び（２）地域でＩＣＴ訓練等を受けるため

の効果的な支援方法の在り方の二つの課題意識の上に調査を実

施しました。これらの課題に取り組むために、視覚障害あはき師

向けの調査、訓練（教育）機関を対象にした調査を実施しました。

当事者調査では全国４６０名の皆様からの回答をいただきまし

た。その中で、あはき業務の中で重要書類の作成で困っている者

が１７３名（３７．６％）、この中で１５６名（９０．２％）の者

が書類作成を自身で行えるようになりたいとの願いをお持ちで

あることが分かりました。さらにその思いは年代や見え方の違い

はなく９０％前後であることがとても印象深い結果でした。支援

のアプローチにはいくつかの方法がありますが、自身が自立して

「できる」ことを増やしていくことは、自己決定の機会を保障す

ることであり、「障害のある人も地域で安心して暮らせる社会」

の実現の上で重要な視点であると思われます。一方で、ＩＣＴ訓

練等を受けたと認識しておられる者は１３２名（２８．７％）で

あり、訓練の機会が十分でないことをうかがわせる状況でした。

また、ＩＣＴ訓練等の重要書類作成への貢献については役に立っ

たと感じる者と、その選択肢以外の思いを持つ者が半々であり、

実際のあはき業務と訓練内容の関係は限定的であると認識して

いる回答者が多い様子でした。さらに、受講上の不満な点として、

訓練等施設が遠いこと（空間の問題）と、仕事時間との兼ね合い

の問題（時間の問題）が指摘されていました。しかし、ＩＣＴ訓

練等を受けた者の８割程度は、それによりパソコン操作が一人で

できるようになったと考えており、教育効果の高さは十分に発揮

されている様子もうかがえました。つまり、あはき師が自立して

書類作成を行なうことを考えた場合、書類作成を一人で行いたい

と考える者はとても多く、併せてパソコンの基本操作等のＩＣＴ

訓練等の教育効果も高いことから、あはき業に関する文書作成に

特化した教育プログラムを空間と時間の問題を解決できる方法

を採用し、手軽な手続きで利用できる学びの場の創造が重要であ

ると考えられます。研修ニーズとして、電話やメールでの利用を

望む回答者が３１４名（６８．３％）であったことも大きなヒン

トになると思われます。 

 それでは、訓練等施設の状況はどうでしょうか。全国の視覚障

害者に対する訓練や支援を実施する機関等に対するＩＣＴ訓練



 
 

等の状況を調査したところ、１４５件の回答が得られました。そ

のうちＩＣＴ訓練等を実施している機関は９０施設（６２．１％）

でした。訓練内容としては、パソコンの基本操作は９４．４％の

施設で実施しているものの、あはき業で活用する事務処理方法に

ついて実施している施設は１４．４％にとどまっていました。こ

の状況は視覚障害あはき師の養成機関６５機関（回答数５２機関）

に実施した調査においても、８８．５％の機関でＩＣＴ関連の指

導を実施していましたが、あはきの療養費等の指導を行なってい

る機関はとても少ないといった類似の状況がうかがえました。そ

の理由として人員不足等の問題もあるようですが、もう一つ考え

られることは、特に、あはき業の文書作成において、普段その実

務に携わっている職員が不在であることも挙げられるように感

じました。この内容を指導する場合、ＩＣＴに関する知識だけで

は十分ではなく、あはきの知識や療養費等の書類の内容について

の知識も必須です。従って、あはき業団体等と連携したサポート

体制の構築の必要性が指摘できると考えられます。  

 少子化・高齢化が加速し、人口減少が現実となっている現在、

情報提供や各種申請のデジタル化は、持続可能な社会の構築の上

で欠かせません。ちょうど２０年ほど前にも同じような「光の道」

といった取り組みがあり、全国でパソコン講習会が開かれ、視覚

障害者向けの講座も開かれましたが、残念ながら、現在ほど社会

の側に変化はありませんでした。しかし、今回のデジタル化はそ

れとは違い、実現することが求められていると考えられます。そ

のことを考えた時、デジタル化による障壁が生じることのないよ

うに、システム設計の段階から様々な立場の方が携わり、公平な

デジタル環境の実現の推進が必要であると考えられます。併せて、

デジタル化は個別最適な環境構築を実現できるといった柔軟性

という特徴もあります。デジタル化においても、障害者施策同様

「Ｎｏｔｈｉｎｇ ａｂｏｕｔ ｕｓ ｗｉｔｈｏｕｔ ｕｓ」の精

神が重要であると考えられます。また、視覚障害者は「あはき業」

を含めて、公平に社会に参加するために、パソコンの知識と技能

を身に付けることを望んでいることを本調査は明らかにしまし

た。きっとそれは人間としての尊厳にも繋がる大切な当事者の意

識の一つと言えるでしょう。システムだけでなく人の進化も重要

のようです。今後、持続可能な社会、公平に参加できる社会の実

現を、デジタル化とその訓練（学習）という切り口から推進して

いくことの重要性と実現の可能性を本調査は明らかにしたと考

えております。 


